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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第21期

中間連結会計期間
第22期

中間連結会計期間
第21期

会計期間

自　2024年
　９月１日
至　2025年
　２月28日

自　2025年
　９月１日
至　2026年
　２月28日

自　2024年
　９月１日
至　2025年
　８月31日

売上高 （千円） 809,112 1,699,032 1,751,539

経常損失（△） （千円） △26,482 △473,317 △786,399

親会社株主に帰属する中間（当期）

純損失（△）
（千円） △69,103 △539,864 △69,043

中間包括利益又は包括利益 （千円） △55,822 △538,516 △87,276

純資産額 （千円） 1,449,295 1,417,324 1,577,840

総資産額 （千円） 2,608,831 3,345,155 2,473,149

１株当たり中間（当期）純損失（△） （円） △0.82 △4.17 △0.73

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 54.1 41.1 62.2

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △62,660 △475,887 △64,485

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △28,620 △577,879 △24,153

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 627,253 796,850 740,406

現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 （千円） 1,131,170 990,054 1,246,966

 

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり中間（当

期）純損失であるため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、ブライダル事業を行う子会社である株式

会社スティルアン（2025年９月30日取得）及び漏水探索機器の輸入・製造・販売事業を行う子会社である株式会社グッド

マン（2025年10月31日取得）の２社を、当中間連結会計期間より、新たに連結の範囲に含めることといたしました。な

お、漏水探索機器関連事業については報告セグメントの「ソリューション事業」に区分し、ブライダル事業については報

告セグメントの「ライフスタイル事業」に区分しております。

　この結果、当社グループは、2026年２月28日現在では、当社及び子会社９社により構成されることとなります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たに子会社を取得したことに伴い、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについて重要な変更があった事項は、次のとおりであります。

　なお、文中の将来に関する事項は当中間連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

 

株式会社スティルアンについて

株式会社スティルアンは、婚礼衣装、式場運営・婚礼プロデュース、レストラン（オーベルジュ・グランピング）

及び宴会・プロデュース事業を行っております。ブライダル関連事業は、景気動向、消費マインド、少子化・晩婚

化、地域の人口動態、同一商圏における競合施設の出店動向及び繁忙期への需要集中等の影響を受けやすく、成約

件数の減少や施行単価の下落が生じた場合には、当社グループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性がありま

す。

また、挙式・宴会運営におけるサービス品質、事故・クレーム対応、個人情報管理等が顧客満足度やブランド評価

に直結するため、オペレーション上の不備や風評の発生等により、当社グループの業績及び財務状況に影響を及ぼ

す可能性があります。

 

株式会社グッドマンについて

株式会社グッドマンは、漏水探索機、配管診断装置、埋設物探査装置等の輸入販売及び自社開発製品の製造販売を

行っております。主要顧客の需要は、自治体・水道事業者・工事会社等の設備投資動向、修繕予算、更新需要等の

影響を受けるため、これらの動向により受注が変動した場合には、当社グループの業績及び財務状況に影響を及ぼ

す可能性があります。

また、同社は一部製品について海外メーカーとの取引関係に依拠していることから、為替相場の変動、仕入価格の

上昇、供給遅延、仕様変更、販売権の喪失等が生じた場合には、商品供給や収益性に影響が生じ、当社グループの

業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

 

　当社グループは、2009年８月期以降、2018年８月期を除き営業損失を計上する状況が続き、前連結会計年度にお

いて営業損失72百万円、親会社株主に帰属する当期純損失69百万円を計上したことで、継続企業の前提に重要な疑

義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。さらに、当中間連結会計期間においても営業損失182百万

円を計上しました。

　しかし当社は、売却を前提としない長期伴走型Ｍ＆Ａを当社の成長戦略に据え、当社グループの規模を拡大する

とともに安定的な利益体質の確立を目指しております。前連結会計年度に２社子会社化を行なったことに続き、当

中間連結会計期間においても新たに株式会社スティルアン及び株式会社グッドマンの２社が当社グループに加わる

ことにより、当社グループの売上高を拡大するとともに営業利益の黒字化に向かって進捗しております。これら施

策により売上高については前年同期比110.0％増と大幅な積み増しを達成し、一過性のＭ＆Ａ関連費用があるもの

の、今後中長期的には利益についてもしっかり黒字化する基礎の構築を着実に進めております。第15回新株予約権

の行使が進んだことから、現金及び預金の保有額は前連結会計年度末に1,246百万円であったところ、Ｍ＆Ａを進め

たにも関わらず当中間連結会計期間では1,300百万円と残高を維持しており、資金繰りも大幅に改善している状況に

あります。この状況が継続することによって、当該重要事象の早期解消に努めてまいります。

　当社グループでは、売却を前提としない長期保有を原則とするＭ＆Ａ戦略を軸に、さらなる収益確保と高成長性

を目指してまいります。こうしたことから、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないと判断してお

ります。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日において当社グループが判断したものであります。

 

(1) 経営成績の状況

　当社グループは、当社の商号である「THE WHY HOW DO COMPANY」に込められた「多くの出会いや情報ネットワーク

を通じて、先端的でユニークな顧客価値・社員価値・社会価値を発見し、真に豊かな生活文化を創造する」という経

営理念の下、ブランディングを重視したビジネスモデルの改革を目指しております。当社は、M＆Aを成長の主軸に位

置付け、事業承継ニーズ等を背景に売却を前提としない長期伴走型M＆Aを推進し、取得後のPMI（買収後統合）とバ

リューアップで企業価値の向上と収益基盤の分散・安定化を図っております。また、当社は人助けM＆Aを通じて、日

本国が抱えている、後継者不足問題の課題解決にも積極的に取り組んでおります。

　当社グループの事業ポートフォリオは、M＆Aにより、ソリューション事業、飲食関連事業、教育関連事業、エンタ

テインメント事業、ライフスタイル事業にまたがっており、分野ごとに市況は相違しておりますが、こうした方針の
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もと、各市場の変動影響をポートフォリオの最適化により吸収しつつ、中長期のEBITDA（※）創出を重視した運営を

進め、中期目標として掲げるEBITDA 10億円の達成に向け、選択と集中を進めております。

　このような状況の中、当期はM＆A戦略を推進し、ブライダル事業の株式会社スティルアン（ライフスタイル事業）

及び漏水探索機事業等を行う株式会社グッドマン（ソリューション事業）の株式を取得いたしました。これら２社が

当社グループに加わったこと等により、当中間連結会計期間の売上高は前年同期比110.0％増となり、当社グループの

成長に大きく寄与いたしました。

　昨年３月まで当社の子会社であった株式会社宇部整環リサイクルセンターに対する貸付金債権を譲渡することに伴

い貸倒引当金繰入額267百万円を計上したこと及び上記記載の２社の取得費用のため大きな一過性の販管費が発生して

いることから、営業損失及び経常損失となっております。

　しかし、一過性の費用であるM＆A取得費用139百万円を戻し入れた調整後EBITDAについては８百万円の黒字と、黒字

化を維持いたしました。

　これらの結果、当中間連結会計期間における売上高は1,699百万円（前年同期比110.0％増）、営業損失は182百万円

（前年同期は営業利益18百万円）、経常損失は473百万円（前年同期は経常損失26百万円）、親会社株主に帰属する当

期純損失は539百万円（前年同期は親会社株主に帰属する当期純損失69百万円）、EBITDAは130百万円の赤字（前年同

期は42百万円の黒字）となりました。

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

 

（ソリューション事業）

　ソリューション事業は、スマートフォン向けプラットフォームソリューションやIoT（※）関連ソリューション等を

展開する「プラットフォーム」分野、ソーシャルゲームやアプリ関連等を行う「コンテンツサービス」分野及びその

他受託開発案件等を行っております。なお、新たに取得した子会社である株式会社グッドマンはソリューション事業

に含めております。

　プラットフォーム分野においては、携帯電話販売店の店頭デモ端末管理システム「Multi-package Installer for

Android」が、安定的な収益軸のひとつであるストック型ビジネスとして継続しております。また、センサー内蔵ボー

ル「i・Ball TechnicalPitch」を筆頭に、各種スポーツ競技を対象にしたシステム開発を基盤としたIoT（※）関連事

業の拡大に向けた取り組みも継続して進めております。

　コンテンツサービス分野においては、複数のプラットフォームでソーシャルゲームやアプリを提供し、市場獲得に

取り組んでおります。2025年１月から開始した「笑にゃん日和」によるコンテンツサービスでは、動物保護活動の支

援を通じて新たな付加価値を創出するとともに、映像配信による収益を活用して寄付を行うスキームを構築し、経済

活動と社会貢献の両立に取り組んでおります。さらに、本活動に賛同いただいた企業や個人とのコラボレーションも

引き続き予定しております。また、公益財団法人日本サッカー協会公式ライセンスのもと提供している「サッカー日

本代表ヒーローズ」は2011年12月のサービス開始から14年を超えて長年にわたり多くのコアなファンに楽しんでいた

だいております。

　その他受託開発案件においては、案件の期ずれによる取りこぼしはあったものの、プラットフォーム事業で蓄積し

た技術と運用体制などの強みを活かした「AcrodeaIoT」プロダクトは堅調に推移しております。

　新たに加わった株式会社グッドマンが行う電気・通信・水道等のインフラ保守点検に使われる測定機・探索機の輸

入販売・自社製造及びAI技術を用いた常時自動監視型漏水探索機などの事業については2025年11月より当社業績に寄

与することとなり、セグメント売上及び利益の積み増しに貢献しております。

　以上の結果、当中間連結会計期間における売上高は252百万円（前年同期比80.3％増）、セグメント利益は42百万円

（前年同期比75.9％増）となりました。
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（飲食関連事業）

　飲食関連事業は、商標権の管理及び不動産のサブリースを行っております。情報の発信地「渋谷」において多数の

年間顧客動員数を誇る「渋谷肉横丁」の商標権管理を行い、そのブランド知名度と実店舗への集客力を活かした新た

な連携による展開を目指しております。現在、一部の店舗をインバウンド向けにリニューアルをかけて、非常に好調

に集客をしているため、今後渋谷肉横丁としては、さらなる全世界のインバウンド獲得を目指し、収益とブランド価

値創造に努めてまります。尚、不動産のサブリースでは、首都圏に１店舗を展開しております。

　以上の結果、当中間連結会計期間における売上高は18百万円（前年同期比1.4％減）、セグメント利益は６百万円

（前年同期比9.1％減）となりました。

 

（教育関連事業）

　教育関連事業は、新宿校において３教室に加えて横浜校を開講し、主に訓練期間を約半年とする求職者向けITス

クール等の研修を行っております。雇用情勢は改善傾向にあるため求職者の減少に伴い申請枠の定員数自体が減少し

ており、またeラーニングによるコースの拡充も難しくなりつつありますが、様々な施策を講じることにより、売上高

の維持に努めております。

　以上の結果、当中間連結会計期間における売上高は68百万円（前年同期比29.1％減）、セグメント利益は13百万円

（前年同期比55.9％減）となりました。

 

（エンタテインメント事業）

　エンタテインメント事業は、音楽家の小室哲哉氏を中心に、楽曲製作及びコンサート活動等の核となる事業及び株

式会社ドリームプラネットが行うカプセルトイ事業で構成されております。

音楽関連については中核となるコンサート等のイベント出演やファンクラブの活動等による収益及び著作権の管理収

益等を計上しております。

　カプセルトイ事業については徐々にカプセルトイ販売筐体の設置を増加させており、順調に売上を伸ばしておりま

す。

　当中間期での音楽興行イベントを開催していないことから、当中間連結会計期間については前年同期比減収減益と

なりました。

　以上の結果、当中間連結会計期間における売上高は413百万円（前年同期比18.6％減）、セグメント利益は17百万円

（前年同期比83.7％減）となりました。

 

（ライフスタイル事業）

　前連結会計年度から新たに追加したライフスタイル事業は、当社子会社の株式会社サンライズジャパンが行う日焼

事業及び化粧品開発販売事業、及び当中間連結会計期間より当社子会社となった株式会社スティルアンが行うブライ

ダル事業で構成されております。

　日焼事業については、日焼けサロン等で使用するタンニングマシンの販売及びレンタルで国内シェアNo.１の確固た

る地位を築くとともに、化粧品開発販売事業において、自社開発の基礎化粧品シリーズ「ホメオバウ」の展開を進め

ております。

　ブライダル事業については、静岡県西部で地域有数の事業規模と高い知名度及び顧客評価を有し、自社所有の不動

産等の施設により安定した婚礼衣装・式場運営・レストラン・宴会等を一体で提供できる事業モデルを確立していま

す。

　日焼事業における計画の未達により利益が圧迫されたものの、ブライダル事業は当社取得前となる前年同期から増

収増益を達成し好調に推移し、当社グループ業績に大きく貢献することとなりました。

　以上の結果、当中間連結会計期間における売上高は944百万円、セグメント利益は73百万円となりました。

 

（注）※ IoT

　モノのインターネット（Internet of Things）。

　従来は主にパソコンやサーバー、プリンタ等のIT関連機器が接続されていたインターネットに、それ以外の各種家

電製品、生活環境などの情報を取得する各種のセンサー等、さまざまな"モノ"を接続する技術。

　　　※ EBITDA

　当社では、EBITDAを重要な経営指標と位置づけております。EBITDAは、営業利益に対しノンキャッシュ費用（減価

償却費、引当金繰入、他勘定受入高）を戻し入れ、算出しております。
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(2) 財政状態の状況

（資産）

　当中間連結会計期間末における資産は3,345百万円となり、前連結会計年度末に比べ872百万円増加いたしました。

これは主に現金及び預金が53百万円、商品及び製品が104百万円、建物及び構築物が142百万円、のれんが496百万円、

投資その他の資産のその他が90百万円増加したことによるものであります。

 

（負債）

　当中間連結会計期間末における負債は1,927百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,032百万円増加いたしまし

た。これは主に支払手形及び買掛金が45百万円、短期借入金が204百万円、未払金が40百万円、前受金が133百万円、

長期借入金が604百万円増加したことによるものであります。

 

（純資産）

　当中間連結会計期間末における純資産合計は1,417百万円となり、前連結会計年度末に比べ160百万円減少いたしま

した。これは主に資本金が799百万円、資本剰余金が2,739百万円に減少し、利益剰余金が3,377百万円増加したことに

よるものであります。

　この結果、自己資本比率は41.1%（前連結会計年度末は62.2%）となりました。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、990百万円となり、前連結会計年度末

より256百万円減少となりました。当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は次

のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果支出した資金は475百万円（前年同期支出した資金は62百万円）となりました。これは主に、減価

償却費23百万円、減損損失15百万円、のれん償却額25百万円、民事再生関連費用が53百万円、貸倒引当金の増加額

262百万円等の収入があった一方で、資金減少要因として税金等調整前中間純損失488百万円、賞与引当金の増減額17

百万円、保険解約返戻金17百万円、法人税等の支払額が50百万円、その他が248百万円等の支出があったことによる

ものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果支出した資金は577百万円（前年同期支出した資金は28百万円）となりました。これは主に、定期預

金の預入が300百万円、有形固定資産の取得による支出32百万円、連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得264百万円

等の支出があったことによるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果得られた資金は796百万円（前年同期得られた資金は627百万円）となりました。これは主に、長期

借入れによる収入520百万円、新株予約権の行使による株式の発行による収入525百万円があった一方で、長期借入金

の返済による支出100百万円、連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得による支出147百万円があったことによ

るものであります。

 

（4) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前連結会計年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の

分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(5) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループの優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

(6) 研究開発活動

　当中間連結会計期間において、該当事項はありません。
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(7) 従業員数

当中間連結会計期間において、当社グループの従業員数は、株式会社スティルアン及び株式会社グッドマンを連結

子会社としたことに伴い、80名増加し、156名となりました。

当中間連結会計期間末における連結会社のセグメント毎の従業員数は、以下の通りであります。

 

セグメントの名称 従業員数（人）

ソリューション事業 18

飲食関連事業 －

教育関連事業 ５

エンタテインメント事業 15

ライフスタイル事業 108

全社（共通） 10

合計 156

(注)１．従業員数は就業人員であります。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

 

(８) 生産、受注及び販売の実績

当中間連結会計期間において、受注及び販売の実績に著しい増加がありました。その内容については、「（１）経

営成績の状況」に記載しております。

 

３【重要な契約等】

　当中間連結会計期間において、新たに締結した重要な契約は次のとおりであります。

（１） 株式譲渡契約（スティルアン）
　　当社は、2025年９月18日開催の取締役会において、株式会社スティルアンの株式を取得し、子会社化すること
を決議し、同日付で株式譲渡契約を締結し、2025年９月30日に株式を取得しました。

契約会社名 相手方の名称 国名 契約品目 契約内容 締結日 契約期間

THE WHY HOW

DO COMPANY株

式会社

（当社）

石川　学 日本 株式譲渡契約

株式会社スティルア

ンの株式100%を取

得。

2025年

９月18日
－

 

(２) 株式譲渡契約（グッドマン）
　　当社は、2025年10月22日開催の取締役会において、株式会社グッドマンの株式を取得し、子会社化することを
決議し、同日付で株式譲渡契約を締結し、2025年10月31日に株式を取得しました。

契約会社名 相手方の名称 国名 契約品目 契約内容 締結日 契約期間

THE WHY HOW

DO COMPANY株

式会社

（当社）

渡邊　研一 日本 株式譲渡契約
株式会社グッドマン

の株式100%を取得。

2025年

10月22日
－

 

(３) 株式譲渡契約（ドリームプラネット）
　　当社は、2025年11月27日開催の取締役会において、株式会社ドリームプラネットの株式を追加取得し、100%子
会社化することを決議し、同日付で株式譲渡契約を締結し、2025年11月28日に株式を取得しました。

契約会社名 相手方の名称 国名 契約品目 契約内容 締結日 契約期間

THE WHY HOW

DO COMPANY株

式会社

（当社）

株式会社エ

バーオンワー

ド

日本 株式譲渡契約

株式会社ドリームプ

ラネットの株式34%を

取得。

2025年

11月27日
－
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契約会社名 相手方の名称 国名 契約品目 契約内容 締結日 契約期間

THE WHY HOW

DO COMPANY株

式会社

（当社）

株式会社ダイ

コーホール

ディングス

日本 株式譲渡契約

株式会社ドリームプ

ラネットの株式15%を

取得。

2025年

11月27日
－
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 525,000,000

計 525,000,000

(注)１．2025年11月27日開催の定時株主総会における決議に基づき、定款の一部変更を行い、同日付で普通株式の発行可

能株式総数を増加しております。これにより、普通株式の発行可能株式総数が、525,000,000株となりました。

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2026年２月28日）

提出日現在発行数（株）
（2026年４月15日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 131,420,693 131,420,693
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数

100株

計 131,420,693 131,420,693 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、2026年４月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は含まれておりません。

 

 

(2)【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 

第15回新株予約権

 
中間会計期間

（2025年９月１日から
2026年２月28日まで）

当該中間会計期間に権利行使された当該行使価額修正条項付新株予

約権付社債券等の数（個）
210,000

当該中間会計期間の権利行使に係る交付株式数（株） 21,000,000

当該中間会計期間の権利行使に係る平均行使価額等（円） 25.0

当該中間会計期間の権利行使に係る資金調達額（千円） 525,000

当該中間会計期間の末日における権利行使された当該行使価額修正

条項付新株予約権付社債券等の数の累計（個）
307,400

当該中間会計期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予約

権付社債券等に係る累計の交付株式数（株）
30,740,000

当該中間会計期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予約

権付社債券等に係る累計の平均行使価額等（円）
25.0

当該中間会計期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予約

権付社債券等に係る累計の資金調達額（千円）
768,500
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(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日

発行済株式
総数増減数

（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額

（千円）

資本金残高

（千円）

資本準備金
増減額

（千円）

資本準備金
残高

（千円）

2025年９月１8日

（注１）
２21,000,000 131,420,693 262,501 2,324,696 262,501 3,469,906

2026年１月８日

（注２）
－ 131,420,693 △1,062,195 1,262,501 △2,854,842 615,064

（注１）新株予約権の行使による増加であります。

（注２）2026年１月８日付で、会社法第447条第１項の規定に基づき、資本金の額1,062,195千円を減少し、減少する資本

金の額の全額をその他資本剰余金に振り替え、会社法第448条第１項、第459条第１項第２号に基づき、資本準備

金の額2,854,842千円を減少し、その他資本剰余金に振り替えるとともに、会社法第452条、第459条第１項第３

号に基づき、上記資本金の額の減少及び資本準備金の額の減少により生じたその他資本剰余金の全額3,917,038

千円を繰越利益剰余金に振り替えることにより、欠損を補填しました
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(5)【大株主の状況】

  2026年２月28日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株
式（自己
株式を除
く。）の
総数に対
する所有
株式数の
割合
（％）

田邊　勝己 東京都千代田区 27,083,400 20.60

NOMURA INTERNATIONAL PLC A/C JAPAN FLOW

 

（常任代理人　野村證券株式会社）

1 ANGEL LANE, LONDON, EC4R 3AB, UNITED

KINGDOM

（東京都中央区日本橋１丁目１３－１）

1,564,500 1.19

楽天証券株式会社共有口 東京都港区南青山２丁目６番21号 1,447,200 1.10

江藤　重光 熊本県阿蘇郡小国町 1,150,000 0.87

株式会社SBI証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 1,049,286 0.79

BNYM SA/NV FOR BNYM FOR BNY GCM CLIENT

ACCOUNTS M LSCB RD

（常任代理人　株式会社三菱UFJ銀行）

ONE CHURCHILL PLACE, LONDON, E14 5HP

UNITED KINGDOM

（東京都千代田区丸の内１丁目４番５号）

980,621 0.74

山口　一彦 大阪府大阪市中央区 744,000 0.56

山本　晋三 大阪府泉南郡熊取町 664,900 0.50

桑田　将充 埼玉県ふじみ野市 662,600 0.50

岩田　達也 新潟県新潟市西区 660,500 0.50

計 － 36,007,007 27.35
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(6)【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年２月28日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）  － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 131,398,400 1,313,984 －

単元未満株式 普通株式 22,293 － －

発行済株式総数  131,420,693 － －

総株主の議決権  － 1,313,984 －

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式93株が含まれております。

 

 

②【自己株式等】

　該当事項はありません。

　なお、当中間会計期間末現在の自己株式数は93株、発行済株式総数に対する所有株式数の割合は0.00%となっ

ております。

　当該事項は、上記「①発行済株式」の「単元未満株式」欄に含めております。

 

 

２【役員の状況】
該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1976年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2025年９月１日から2026年２月

28日まで）に係る中間連結財務諸表について、フロンティア監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

(1)【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2025年８月31日)

当中間連結会計期間
(2026年２月28日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,246,966 1,300,228

売掛金 178,785 239,449

商品及び製品 203,187 307,638

原材料及び貯蔵品 28,176 23,314

仕掛品 554 914

前渡金 9,597 9,618

前払費用 20,678 64,490

短期貸付金 47,983 79,213

その他 44,699 119,633

貸倒引当金 △45,572 △38,143

流動資産合計 1,735,057 2,106,357

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 25,328 168,071

機械装置及び運搬具（純額） 9,820 37,374

工具、器具及び備品（純額） 20,400 12,808

土地 19,691 72,750

その他 - 3,790

有形固定資産合計 75,240 294,794

無形固定資産   

のれん 108,455 604,500

商標権 20,069 13,731

ソフトウエア - 1,020

その他 6,260 －

無形固定資産合計 134,784 619,253

投資その他の資産   

長期貸付金 1,179,510 1,158,366

長期未収入金 283,408 283,043

その他 37,261 127,318

貸倒引当金 △972,113 △1,243,978

投資その他の資産合計 528,067 324,749

固定資産合計 738,092 1,238,798

資産合計 2,473,149 3,345,155
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2025年８月31日)

当中間連結会計期間
(2026年２月28日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 96,301 142,025

短期借入金 64,545 268,599

未払金 84,379 124,401

未払費用 61,657 62,942

未払法人税等 51,986 16,470

前受金 6,923 140,041

賞与引当金 2,842 15,993

その他 67,759 90,144

流動負債合計 436,396 860,619

固定負債   

長期借入金 270,869 875,805

資産除去債務 5,600 5,600

長期預り保証金 8,000 8,235

再生債務 153,679 158,665

その他 20,763 18,906

固定負債合計 458,912 1,067,212

負債合計 895,308 1,927,831

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,062,195 1,262,501

資本剰余金 3,207,405 468,064

利益剰余金 △3,732,193 △355,020

自己株式 △161 △161

株主資本合計 1,537,246 1,375,383

新株予約権 11,028 11,026

非支配株主持分 29,566 30,914

純資産合計 1,577,840 1,417,324

負債純資産合計 2,473,149 3,345,155
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(2)【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2024年９月１日
　至　2025年２月28日)

 当中間連結会計期間
(自　2025年９月１日
　至　2026年２月28日)

売上高 809,112 1,699,032

売上原価 389,779 721,201

売上総利益 419,333 977,830

販売費及び一般管理費 ※ 400,811 ※ 1,160,368

営業利益又は営業損失（△） 18,521 △182,537

営業外収益   

受取利息 11,190 2,739

為替差益 － 8

その他 940 1,651

営業外収益合計 12,131 4,399

営業外費用   

支払利息 3,789 12,278

支払手数料 － 1,666

為替差損 1,349 －

貸倒引当金繰入額 49,979 267,869

その他 2,017 13,363

営業外費用合計 57,135 295,179

経常損失（△） △26,482 △473,317

特別利益   

関係会社株式売却益 21,082 －

ゴルフ会員権売却益 19,870 －

固定資産売却益 － 42,319

事業譲渡益 9,090 －

保険解約返戻金 － 18,979

特別利益合計 50,043 61,299

特別損失   

固定資産売却損 － 3,110

固定資産除却損 － 2,553

減損損失 45,586 15,651

民事再生関連費用 － 53,538

その他 － 1,446

特別損失合計 45,586 76,300

税金等調整前中間純損失（△） △22,026 △488,318

法人税、住民税及び事業税 37,981 11,633

法人税等調整額 － 38,564

法人税等合計 37,981 50,198

中間純損失（△） △60,007 △538,516

非支配株主に帰属する中間純利益 9,095 1,348

親会社株主に帰属する中間純損失（△） △69,103 △539,864
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2024年９月１日
　至　2025年２月28日)

 当中間連結会計期間
(自　2025年９月１日
　至　2026年２月28日)

中間純損失（△） △60,007 △538,516

その他の包括利益   

為替換算調整勘定 4,185 －

その他の包括利益合計 4,185 －

中間包括利益 △55,822 △538,516

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 △64,917 △539,864

非支配株主に係る中間包括利益 9,095 1,348
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(3)【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2024年９月１日
　至　2025年２月28日)

 当中間連結会計期間
(自　2025年９月１日
　至　2026年２月28日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純損失（△） △22,026 △488,318

減価償却費 7,484 23,661

減損損失 45,586 15,651

商標権償却額 6,337 6,337

のれん償却額 4,283 25,254

関係会社株式売却損益（△は益） △21,082 －

ゴルフ会員権売却損益（△は益） △19,870 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 56,673 262,997

賞与引当金の増減額（△は減少） － △17,367

受取利息及び受取配当金 △11,190 △2,739

支払利息 3,789 12,278

保険解約返戻金 － △17,533

民事再生関連費用 － 53,538

事業譲渡損益（△は益） △9,090 －

売上債権の増減額（△は増加） △34,553 △11,965

棚卸資産の増減額（△は増加） △13,700 △5,604

仕入債務の増減額（△は減少） △2,863 △4,259

未払又は未収消費税等の増減額 10,446 △6,322

その他 △21,573 △248,329

小計 △21,348 △402,720

利息及び配当金の受取額 9,960 2,739

利息の支払額 △3,655 △12,278

子会社の再生債務弁済による支出 △25,946 △12,947

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △21,670 △50,680

営業活動によるキャッシュ・フロー △62,660 △475,887

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 － △300,205

有形固定資産の取得による支出 △45,799 △32,294

長期貸付けによる支出 △100,500 △20,000

長期貸付金の回収による収入 23,607 6,182

敷金及び保証金の回収による収入 38 3,000

敷金及び保証金の差入による支出 △44 △189

事業譲渡による収入 9,090 －

投資有価証券の取得による支出 － △14,999

ゴルフ会員権の売却による収入 42,727 －

保険積立金の解約による収入 － 56,522

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による収入 39,976 △264,149

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入 2,283 －

その他 － △11,746

投資活動によるキャッシュ・フロー △28,620 △577,879

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △70,000 －

長期借入れによる収入 － 520,000

長期借入金の返済による支出 △29,531 △100,078

新株予約権の行使による株式の発行による収入 728,500 525,000

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得による支出 － △147,000

その他 △1,715 △1,072

財務活動によるキャッシュ・フロー 627,253 796,850

現金及び現金同等物に係る換算差額 △486 5

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 535,485 △256,912

現金及び現金同等物の期首残高 595,684 1,246,966

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 1,131,170 ※ 990,054
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　当中間連結会計期間において、株式会社スティルアン及び株式会社グッドマンの株式を100％取得し子会社化

したため、連結の範囲に含めております。

　以上により、当中間連結会計期間末における連結子会社の数は、前連結会計年度末の７社から９社となってお

ります。

 

 

（会計方針の変更）

　　該当事項はありません。
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（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
 前中間連結会計期間
(自 2024年９月１日
　至 2025年２月28日)

 当中間連結会計期間
(自 2025年９月１日
　至 2026年２月28日)

役員報酬 59,488千円 74,045千円

給与手当 67,440 256,875

支払報酬 42,139 60,136

販売手数料 31,928 29,168

業務委託費 33,293 77,755

貸倒引当金繰入額 5,249 △4,872

 

 

 

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりであり

ます。

 
前中間連結会計期間
（自　2024年９月１日
至　2025年２月28日）

当中間連結会計期間
（自　2025年９月１日
至　2026年２月28日）

現金及び預金勘定 1,131,170千円 1,300,228千円

預入期間が３か月を超える定期預金 － △310,174

現金及び現金同等物 1,131,170 990,054

 

 

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年９月１日 至　2025年２月28日）

１．配当に関する事項

　該当事項はありません。

 

２．株主資本の著しい変動

　当社は、新株予約権の行使に伴う新株の発行により、当中間連結会計期間において資本金及び資本準備

金がそれぞれ364,251千円増加し、当中間連結会計期間末において資本金が1,982,195千円、資本準備金が

3,127,405千円となっております。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年９月１日 至　2026年２月28日）

１．配当に関する事項

　該当事項はありません。

 

２．株主資本の著しい変動

　当社は、新株予約権の行使に伴う新株の発行により、当中間連結会計期間において資本金及び資本準備

金がそれぞれ262,501千円増加しました。一方、株式会社ドリームプラネットの株式の追加取得に伴う振替

により、その他資本剰余金が147,000千円減少しました。

　また、2025年11月27日開催の定時株主総会の決議に基づき、2026年１月８日付で減資の効力が発生し、

資本金の額1,062,195千円を減少させ、全額をその他資本剰余金に振り替えております。その後、減資の効

力発生を条件に、その他資本剰余金3,917,038千円を繰越利益剰余金へ振り替えることにより、欠損補填い

たしました。さらに、当中間連結会計期間において、親会社株主に帰属する中間純損失539,864千円を計上

いたしました。

　この結果、当中間連結会計期間末において資本金が1,262,501千円、資本剰余金が468,064千円、利益剰

余金が△355,020千円となっております。

 

 

EDINET提出書類

ＴＨＥ　ＷＨＹ　ＨＯＷ　ＤＯ　ＣＯＭＰＡＮＹ株式会社(E05630)

半期報告書

21/39



（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年９月１日　至　2025年２月28日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

    （単位：千円）

 報告セグメント

 
ソリューション

事業
飲食関連事業 教育関連事業

エンタテインメ
ント事業

売上高     

コンテンツサービス 83,864 － － －

プラットフォーム 45,075 － － －

飲食関連事業 － 18,773 － －

教育関連事業 － － 96,362 －

エンタテインメント

事業
－ － － 508,164

産業廃棄物処理事業 － － － －

その他 10,851 － － －

顧客との契約から生じ

る収益
139,790 18,773 96,362 508,164

外部顧客への売上高 139,790 18,773 96,362 508,164

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ － － －

計 139,790 18,773 96,362 508,164

セグメント利益

又は損失（△）
24,402 7,176 30,878 107,177

 

       

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

中間連結損益
計算書計上額
（注）３

 
産業廃棄物
処理事業

計

売上高       

コンテンツサービス － 83,864 － 83,864 － 83,864

プラットフォーム － 45,075 － 45,075 － 45,075

飲食関連事業 － 18,773 － 18,773 － 18,773

教育関連事業 － 96,362 － 96,362 － 96,362

エンタテインメント

事業
－ 508,164 － 508,164 － 508,164

産業廃棄物処理事業 － － － － － －

その他 － 10,851 46,020 56,872 － 56,872

顧客との契約から生じ

る収益
－ 763,091 46,020 809,112 － 809,112

外部顧客への売上高 － 763,091 46,020 809,112 － 809,112

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ － － － － －

計 － 763,091 46,020 809,112 － 809,112

セグメント利益

又は損失（△）
△23,143 146,493 7,449 153,942 △135,420 18,521
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（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであります。

２．セグメント利益又は損失の調整額△135,420千円には、のれんの償却額△4,283千円、貸倒引当金繰入額

2,269千円及び各報告セグメントに配分していない全社費用△133,405千円が含まれております。全社費用

は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの資産に関する情報

（子会社の取得による資産の著しい増加）

　株式会社ドリームプラネット及び株式会社サンライズジャパンの株式を取得し連結子会社化したことにより

当中間連結会計期間における総資産が「エンタテインメント事業」セグメントは146,314千円、「その他」セグ

メントは272,141千円増加しました。

 

（子会社の売却による資産の著しい減少）

　該当事項はありません。

 

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　「産業廃棄物処理事業」セグメントにおいて45,000千円の固定資産の減損損失を計上しております。

 

（のれんの金額の重要な変動）

　「エンタテインメント事業」セグメントにおいて株式会社ドリームプラネットの株式を取得し連結子会社化

にしたことに加え、「その他」セグメントにおいて株式会社サンライズジャパンの株式を取得し連結子会社化

したことにより当中間連結会計期間はのれんが102,098千円増加しました。

 

（重要な負ののれん発生益）

　該当事項はありません。
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Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年９月１日　至　2026年２月28日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

    （単位：千円）

 報告セグメント

 
ソリューション

事業
飲食関連事業 教育関連事業

エンタテインメント
事業

売上高     

コンテンツサービス 68,477 － － －

プラットフォーム 28,417 － － －

ソリューション事業 135,436 － － －

飲食関連事業 － 18,518 － －

教育関連事業 － － 68,567 －

エンタテインメント

 

事業

－ － － 413,926

産業廃棄物処理事業 － － － －

ライフスタイル事業 － － － －

その他 19,719 － － －

顧客との契約から生

じる収益
252,051 18,518 68,567 413,926

外部顧客への売上高 252,051 18,518 68,567 413,926

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － △200 △191

計 252,051 18,518 68,367 413,734

セグメント利益

又は損失（△）
42,920 6,523 13,629 17,454

 

        

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

中間連結損益
計算書計上額
（注）３

 
産業廃棄物処
理事業

ライフスタ
イル事業

計

売上高        

コンテンツサービス － － 68,477 － 68,477 － 68,477

プラットフォーム － － 28,417 － 28,417 － 28,417

ソリューション事業 － － 135,436 － 135,436 － 135,436

飲食関連事業 － － 18,518 － 18,518 － 18,518

教育関連事業 － － 68,567 － 68,567 － 68,567

エンタテインメント

 

事業

－ － 413,926 － 413,926 － 413,926

産業廃棄物処理事業 － － － － － － －

ライフスタイル事業 － 944,434 944,434 － 944,434 － 944,434

その他 － － 19,719 2,100 21,819 － 21,819

顧客との契約から生

じる収益
－ 944,434 1,697,498 2,100 1,699,598 － 1,699,598

外部顧客への売上高 － 944,434 1,697,498 2,100 1,699,598 － 1,699,598

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ △175 △566 － △566 － △566

計 － 944,259 1,696,932 2,100 1,699,032 － 1,699,032

セグメント利益

又は損失（△）
－ 73,380 153,907 2,100 156,007 △338,545 △182,537

 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであります。
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２．セグメント利益又は損失の調整額△338,545千円には、のれんの償却額△25,254千円、貸倒引当金繰入額

2,783千円及び各報告セグメントに配分していない全社費用△316,075千円が含まれております。全社費用

は、主に報セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの資産に関する情報

（子会社の取得による資産の著しい増加）

　株式会社スティルアン及び株式会社グッドマンの株式を100％取得し、連結子会社化したことにより、当中間

連結会計期間における総資産が「ライフスタイル事業」セグメントは844,293千円、「ソリューション事業」セ

グメントは341,894千円増加しました。

 

（子会社の売却による資産の著しい減少）

　該当事項はありません。

 

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

　株式会社スティルアン及び株式会社グッドマンの株式を100％取得し、連結子会社化したことにより当中間連

結会計期間におけるのれんが「ライフスタイル事業」セグメントが203,419千円、「ソリューション事業」セグ

メントが298,734千円増加しました。

 

（重要な負ののれん発生益）

　該当事項はありません。
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（企業結合等関係）

（取得による企業結合）

当社は、2025年９月18日開催取締役会において、株式会社スティルアンの株式を100％取得し、子会社化する

ことを決議し、同日付で株式譲渡契約書を締結し、2025年９月30日に株式を取得しました。

１．被取得企業の概要

（１）被取得企業の名称及びその事業の内容

　　　被取得企業の名称　　株式会社スティルアン

　　　事業の内容　　　　　婚礼衣装事業、式場運営、婚礼プロデュース事業、レストラン事業（オーベルジ

ュ・グランピング）、宴会・プロデュース事業

（２）企業結合を行った主な理由

スティルアン社は、浜松市を中心としてブライダル事業等を展開しており、静岡県西部で地域一の事業

規模と高い知名度及び顧客評価を有し、自社が保有する不動産等の施設により安定した婚礼衣装・式場運

営・レストラン・宴会等を一体で提供できる事業モデルを確立しています。

そこで当社のエンタテインメント事業を担う当社子会社株式会社Pavilions代表取締役・小室哲哉氏の

代表曲を含む数々のウェディングソング等の知的財産権を活用し、スティルアン社とのコラボレーション

による顧客満足度をさらに向上させるウェディングコンテンツの発信を進めていくことで当社グループに

おける高いシナジー効果が望める点に着目しました。また、スティルアン社はコロナ禍にあっても黒字を

維持するなど、非常に高い競争力を有しており、これにより当社グループの売上高において約14億円、修

正EBITDAにおいて約１億円を超える増加が見込まれ、当社の収益改善にも大きく貢献できるものと判断

し、子会社化するに至りました。

（３）企業結合日

2025年９月30日

（４）企業結合の法的形式

株式取得

（５）結合後企業の名称

株式会社スティルアン

（６）取得した議決権比率

100％

（７）取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。

２．中間連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

　被取得企業の決算日と当社の決算日が異なるため、2026年２月28日を被取得企業の連結決算日とみなした

仮決算に基づく財務諸表を使用しており、取得日である2025年９月30日から2026年２月28日までの業績を含

めております。

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価　　　　　　現金　　　556,053千円

取得の原価　　　　　　　　　　　556,053千円

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

（1）発生したのれん金額　212,264千円

　なお、上記の金額は、当中間連結会計期間末において取得原価の配分が完了していないため、暫定的

に算定された金額であります。

（2）発生原因　　　　　　期待される超過収益力

（3）償却方法及び償却期間　10年間にわたる均等償却

５．企業結合日に受けられた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流 動 資 産 684,277千円

固 定 資 産 273,447千円

資 産 合 計 957,724千円

流 動 負 債 526,239千円

固 定 負 債 163,269千円

負 債 合 計 689,508千円
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（取得による企業結合）

当社は、2025年10月22日開催取締役会において、株式会社グッドマンの株式を100％取得し、子会社化するこ

とを決議し、同日付で株式譲渡契約を締結し、2025年10月31日に株式を取得しました。

１．被取得企業の概要

（１）被取得企業の名称及びその事業の内容

　　　被取得企業の名称　　株式会社グッドマン

　　　事業の内容　　　　　電話線・通信線・電力線用探索機(同関連測定器）の輸入販売、配管診断装置、埋

設没探査装置の輸入販売、電設工事用工具の輸入販売、漏水探索機の開発・製造及

び輸入販売

（２）企業結合を行った主な理由

グッドマン社は、40年以上にわたり、漏水探索機器や電気通信測定器など、電気・通信・水道といった

社会インフラの維持管理に欠かせない専門機器の輸入・製造・販売を行い、国内市場で高い信頼と実績を

築いております。

また、同社は、ドイツ・英国・米国などの海外有力メーカーとの長期的な協力関係を通じて国内市場で

シェアを伸ばし存在感を高めており、自社開発製品であるトレーサーガス方式による漏水探索装置「ハイ

ドロトレーサー（特許第6533279号）」をはじめ、高精度で実用性の高い製品を提供しており、近年で

は、AI技術を活用した常時自動監視型漏水探索機を導入し、AI技術を用いた新しい方式での地下配管改修

モデルを構築しています。

当社は、社会貢献に資する優位性及びSDGsへの取り組みの視点、また当社AIバリューアップ本部との連

携によるAI技術の相乗効果によってもたらされる社会インフラ整備事業の潜在的な発展性に大きな可能性

と市場拡大が期待できると判断し子会社化するに至りました。

（３）企業結合日

2025年10月31日

（４）企業結合の法的形式

株式取得

（５）結合後企業の名称

株式会社グッドマン

（６）取得した議決権比率

100％

（７）取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。

２．中間連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

　被取得企業の決算日と当社の決算日が異なるため、2026年２月28日を被取得企業の連結決算日とみなした

仮決算に基づく財務諸表を使用しており、取得日である2025年10月31日から2026年２月28日までの業績を含

めております。

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価　　　　　　現金　　　393,581千円

取得の原価　　　　　　　　　　　393,581千円

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

（1）発生したのれん金額　309,035千円

　なお、上記の金額は、当中間連結会計期間末において取得原価の配分が完了していないため、暫定的

に算定された金額であります。

（2）発生原因　　　　　　期待される超過収益力

（3）償却方法及び償却期間　10年間にわたる均等償却

５．企業結合日に受けられた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流 動 資 産 249,560千円

固 定 資 産  90,768千円

繰 延 資 産 　　330千円

資 産 合 計 340,658千円

流 動 負 債  92,055千円

固 定 負 債 227,638千円

負 債 合 計 319,693千円
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（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

 

 

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純損失及び算定上の基礎は以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2024年９月１日
至　2025年２月28日）

当中間連結会計期間
（自　2025年９月１日
至　2026年２月28日）

　　１株当たり中間純損失（△） △０円82銭 △４円17銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純損失（△）

（千円）
△69,103 △539,864

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

中間純損失（△）（千円）
△69,103 △539,864

普通株式の期中平均株式数（株） 84,418,721 129,448,224

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益の算定に含めなかった潜在

株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

－ －

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり中間純損失であるた

め、記載しておりません。
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（重要な後発事象）

（決算期の変更）

2026年３月24日開催の臨時株主総会において、決算期（事業年度の末日）の変更を行う定款の一部変更についての議

案が承認可決されました。

 

（１）変更の理由

当社の事業年度は、毎年９月１日から翌年８月31日までの１年としておりますが、グループ会社の増加に伴い、

事業の繁忙期と決算期の重複を避け、グループ経営管理等における効率的な業務運営と適切な決算開示を推進する

ため、事業年度を毎年５月１日から翌年４月30日までの１年に変更するものであります。

 

（２）決算期変更の内容

変更前：毎年８月31日

変更後：毎年４月30日

 

事業年度の変更に伴い、第22期事業年度は、2025年９月１日から2026年４月30日までの８か月間となります。

 

（取得による企業結合）

当社は、2026年３月27日開催の取締役会において、飯山土建株式会社（以下「飯山土建」といいます。）の株式の一

部を取得（以下「本株式取得」といいます。）するとともに、当社を株式交換完全親会社、飯山土建を株式交換完全子

会社とする簡易株式交換（以下「本株式交換」といいます。）を実施し、新たな事業を開始することを決議いたしまし

た。

なお、飯山土建の純資産額が当社の純資産額の100分の30以上に相当することから、飯山土建は当社の特定子会社に

該当いたします。

（１）企業結合の概要

①被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称：飯山土建株式会社

事業の内容　　　：土木工事、舗装工事、とび・土工・コンクリート工事、解体工事など

②企業結合を行った理由

飯山土建は、長野県飯山市を拠点とし、官公庁発注の道路工事や河川災害復旧工事において、高い自社施工

比率（約90%）と長年培ってきた地域からの高い信頼を有し、安定した収益基盤と健全な財務体質を確立して

いる優良企業です。本件Ｍ＆Ａを通じ、当社が2025年10月に子会社化した株式会社グッドマンが展開するイン

フラ探索機・測定機器事業と、飯山土建の土木施工事業との間で強力なグループ間シナジーが発現できると判

断し、当社グループの企業価値の持続的な向上に大きく資するものと考えております。なお、本株式取得後、

本株式交換を実施することにより、飯山土建を完全子会社化する予定です。

③企業結合日

2026年４月21日（予定）

④企業結合の法的形式

株式取得及び株式交換

⑤結合後企業の名称

飯山土建株式会社

⑥取得する議決権比率

100%

⑦取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価とした株式の取得及び株式交換にて株式を取得することによるものです。

 

（２）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

飯山土建の普通株式　10,245株　　　　950百万円

飯山土建の普通株式　株数未定　　　　株式交換

 

（３）主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリー費用等（概算額）124百万円

 

EDINET提出書類

ＴＨＥ　ＷＨＹ　ＨＯＷ　ＤＯ　ＣＯＭＰＡＮＹ株式会社(E05630)

半期報告書

29/39



（４）発生するのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

現時点では確定しておりません。

（５）企業結合日に受け入れる資産及び引き受ける負債の額並びにその主な内訳

現時点では確定しておりません。

 

（第三者割当による第16回新株予約権（行使価額修正条項付）、第17回乃至第19回新株予約権及び第２回無担保普通社

債の発行並びに新株予約権の買取契約の締結）

当社は、2026年３月27日開催の取締役会において、第三者割当による第16回新株予約権及び第三者割当による第17回

乃至第19回新株予約権並びに第２回無担保普通社債（以下「本社債」といいます。）の発行、並びに金融商品取引法に

よる届出の効力発生を条件として、割当予定先との新株予約権買取契約（以下、個別に又は総称して「本買取契約」と

いいます。）の締結することを決議しました。

 

（１）新株予約権の概要

＜第16回新株予約権＞

１． 割当日 2026年４月13日

２． 発行新株予約権数 210,000個（新株予約権１個につき普通株式100株）

３． 発行価額 756,000円（新株予約権１個当たり3.6円）

４．
当該発行による

潜在株式数

普通株式21,000,000株（新株予約権１個につき100株）

上限行使価額はありません。

下限行使価額は30円ですが、下限行使価額においても、潜在株式数は

21,000,000株です。

５． 調達資金の額 1,008,756,000円（注）

６．
行使価額及び行使価額の修

正条件

当初行使価額は、48円とします。

2026年４月13日以降、本新株予約権の各行使請求の通知が行われた日（以下

「修正日」といいます。）の属する週の前週の最終取引日（以下「修正基準

日」といいます。）の株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」と

いいます。）における当社普通株式の普通取引の終値（同日に終値がない場

合には、その直前の終値）の90％に相当する金額の小数第１位未満の端数を

切り上げた金額（以下「修正基準日価額」といいます。）が、当該修正基準

日の直前に有効な行使価額を0.1円以上上回る場合又は下回る場合には、行

使価額は、当該修正日以降、当該修正基準日価額に修正されます（修正後の

行使価額を以下「修正後行使価額」といいます。）。なお、修正後行使価額

の算出において、修正基準日から修正日までの間に本新株予約権の発行要項

第11項記載の行使価額の調整事由が生じた場合は、修正後行使価額は当該事

由を勘案して調整されます。なお、「取引日」とは、東京証券取引所におい

て売買立会が行われる日をいいます。但し、かかる算出の結果、修正後行使

価額が下限行使価額（本新株予約権の発行要項第11項の規定を準用して調整

されます。）を下回ることとなる場合には、修正後行使価額は下限行使価額

とします。

７．
募集又は割当て方法

（割当予定先）

割当予定先との協議を行った結果、第三者割当の方法により、以下のとお

り割り当てます。

LCAO　　　155,400個

MAP246 　 16,800個

BEMAP 　  37,800個

８． 権利行使期間

2026年４月14日（当日を含む。）から2027年４月13日（当日を含む。）まで

です。

なお、行使期間最終日が取引日でない場合はその前取引日を最終日としま

す。但し、以下の期間については、行使請求をすることができないものとさ

れます。

①　振替機関が本新株予約権の行使の停止が必要であると認めた日

②　本新株予約権の発行要項第14項に定める組織再編行為をするために本新

株予約権の行使の停止が必要である場合であって、当社が、行使請求を

停止する期間(当該期間は１ヶ月を超えないものとする。)その他必要事

項を当該期間の開始日の１ヶ月前までに本新株予約権者に通知した場合

における当該期間
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９． その他

当社は、割当予定先との間で、金融商品取引法に基づく有価証券届出書によ

る届出の効力発生後に、割当予定先が本新株予約権を譲渡する場合には当社

の書面による事前承認を要することを規定する本買取契約を締結する予定で

す。

 

＜第17回乃至第19回新株予約権＞

１． 割当日 2026年４月13日

２． 発行新株予約権数

80,000個（新株予約権１個につき普通株式100株）

第17回新株予約権：25,000個

第18回新株予約権：25,000個

第19回新株予約権：30,000個

３． 発行価額
総額3,867,000円（第17回新株予約権１個当たり49.9円、第18回新株予約権

１個当たり48.5円、第19回新株予約権１個当たり46.9円）

４．
当該発行による

潜在株式数

普通株式8,000,000株（新株予約権１個につき100株）

第17回新株予約権：2,500,000株

第18回新株予約権：2,500,000株

第19回新株予約権：3,000,000株

５． 調達資金の額 410,367,000円（注）

６．
行使価額及び行使価額の修

正条件

当初行使価額は、第17回新株予約権が48円、第18回新株予約権が51円、第19

回新株予約権が53円です。

第17回乃至第19回新株予約権については、いずれも行使価額の修正は行われ

ません。なお、株式分割等の一定の事由が生じた場合には、各本新株予約権

の行使価額は、各本新株予約権の発行要項に従って調整されることがありま

す。

７．
募集又は割当て方法

（割当予定先）

第三者割当の方法により、全ての第17回乃至第19回新株予約権を機山に対し

て割り当てます。

８． 権利行使期間
2026年４月14日（当日を含む。）から2028年４月13日（当日を含む。）まで

です。

９． その他

当社は、割当予定先との間で、金融商品取引法に基づく有価証券届出書によ

る届出の効力発生後に、割当予定先が本新株予約権を譲渡する場合には当社

の書面による事前承認を要することを規定する本買取契約を締結する予定で

す。
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（２）本社債の概要＞

１． 名称 THE WHY HOW DO COMPANY株式会社第２回無担保普通社債

２． 社債の総額 金500,000,000円

３． 各社債の金額 金20,000,000円

４． 払込期日 2026年４月13日（月）

５． 償還期日 2027年４月12日（月）

６． 利率 本社債には利息を付さない。

７． 発行価額 額面100円につき金93円

８． 償還価額 額面100円につき金100円

９． 償還方法

満期一括償還の他、以下の繰上償還条項が規定されています。

（１）組織再編行為による繰上償還

組織再編行為（以下に定義します。）が当社の株主総会で承認された場合

（株主総会の承認が不要な場合は当社の取締役会で決議された場合。）に

おいて、承継会社等（以下に定義します。）の普通株式がいずれの金融商

品取引所にも上場されない場合には、当社は本社債の保有者（以下「本社

債権者」といいます。）に対して償還日（当該組織再編行為の効力発生日

前の日とします。）の30日前までに通知の上、残存する本社債の全部（一

部は不可）を、各社債の金額100円につき金100円で繰上償還するものとし

ます。

「組織再編行為」とは、当社が消滅会社となる合併契約の締結、当社が分

割会社となる吸収分割契約の締結若しくは新設分割計画の作成又は当社が

他の会社の完全子会社となる株式交換契約の締結、株式移転計画の作成若

しくは株式交付親会社が当社の発行済株式の全部を取得することを内容と

する株式交付計画の作成又はその他の日本法上の会社組織再編手続で、か

かる手続により本社債に基づく当社の義務が他の会社に引き受けられるこ

ととなるものをいいます。

「承継会社等」とは、当社による組織再編行為に係る吸収合併存続会社若

しくは新設合併設立会社、吸収分割承継会社若しくは新設分割設立会社、

株式交換完全親会社、株式移転完全親会社、株式交付親会社又はその他の

日本法上の会社組織再編手続におけるこれらに相当する会社のいずれかで

あって、本社債に基づく当社の義務を引き受けるものをいいます。

当社は、本（１）に定める通知を行った後は、当該通知に係る繰上償還通知

を撤回又は取り消すことはできません。

（２）公開買付けによる上場廃止に伴う繰上償還

当社普通株式について金融商品取引法に基づく公開買付けがなされ、当社

が当該公開買付けに賛同する意見を表明し、当該公開買付けの結果、当社

普通株式が上場されている全ての日本の金融商品取引所においてその上場

が廃止となる可能性があることを当社又は公開買付者が公表又は容認し

（但し、当社又は公開買付者が、当該公開買付け後も当社普通株式の上場

を維持するよう努力する旨を公表した場合を除きます。）、かつ公開買付

者が当該公開買付けにより当社普通株式を取得した場合、当社は、本社債

権者に対して当該公開買付けによる当社普通株式の取得日（当該公開買付

けに係る決済の開始日を意味します。）から15日以内に通知の上、当該通

知日から30日以上60日以内の日を償還日として、残存する本社債の全部

（一部は不可）を、上記（１）に記載の償還の場合に準ずる方式によって

算出される償還金額で繰上償還するものとします。

上記(１)及び本(２)の両方に従って本社債の償還を義務付けられる場合、上

記(１)の手続が適用されます。但し、組織再編行為により当社普通株式の株

主に支払われる対価を含む条件が公表される前に本（２）に基づく通知が行

われた場合には、本（２）の手続が適用されます。
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９． 償還方法

（３）スクイーズアウト事由による繰上償還

当社普通株式を全部取得条項付種類株式にする定款の変更の後、当社普通

株式の全てを対価をもって取得する旨の当社の株主総会の決議がなされた

場合、当社の特別支配株主（会社法第179条第１項に定義されます。）に

よる当社の他の株主に対する株式等売渡請求を承認する旨の当社の取締役

会の決議がなされた場合又は上場廃止を伴う当社普通株式の併合を承認す

る旨の当社の株主総会の決議がなされた場合（以下「スクイーズアウト事

由」といいます。）、当社は、本社債権者に対して、実務上可能な限り速

やかに、但し、当該スクイーズアウト事由の発生日から14日以内に通知し

た上で、当該通知において指定した償還日（かかる償還日は、当該スク

イーズアウト事由に係る当社普通株式の取得日又は効力発生日より前で、

当該通知の日から14営業日目以降30営業日目までのいずれかの日としま

す。）に、残存する本社債の全部（一部は不可）を、上記（１）に記載の

償還の場合に準ずる方式によって算出される償還金額で繰上償還するもの

とします。

（４）上場廃止事由等又は監理銘柄指定による繰上償還

本社債権者は、当社普通株式について、上場廃止事由等（以下に定義しま

す。）が生じた若しくは生じる合理的な見込みがある場合、又は東京証券

取引所による監理銘柄への指定がなされた若しくはなされる合理的な見込

みがある場合には、その選択により、当社に対して、償還すべき日の10営

業日以上前に事前通知を行った上で、当該繰上償還日に、その保有する本

社債の全部又は一部を各社債の金額100円につき金100円で繰上償還するこ

とを、当社に対して請求する権利を有します。

「上場廃止事由等」とは以下の事由をいいます。

当社又はその企業集団に、東京証券取引所有価証券上場規程第601条第１

項各号に定める事由が発生した場合、又は、当社が本社債の払込期日以降

その事業年度の末日現在における財務諸表又は連結財務諸表において債務

超過となる場合において、当該事業年度の末日の翌日から起算して６ヶ月

を経過する日までの期間において債務超過の状態でなくならなかった場合

（５）当社の選択による繰上償還

当社は、その選択により、本社債権者に対して、償還すべき日（償還期限

より前の日とします。）の２週間以上前に事前通知を行った上で、当該繰

上償還日に、残存する本社債の全部又は一部を各社債の金額100円につき

金100円で繰上償還することができます。

（６）本社債権者による繰上償還

本社債権者は、本社債の払込期日以降において、当社普通株式の東京証券

取引所における普通取引の終値が30円（但し、株式の分割、併合又は無償

割当が行われた場合には、当該金額につき、公正かつ合理的な調整を行い

ます。）を累積５取引日下回った場合、当該日以降いつでも、当社に対し

て、償還すべき日の２週間以上前に事前通知を行った上で、当該繰上償還

日に、その保有する本社債の全部又は一部を各社債の金額100円につき金

100円で繰上償還することを、当社に対して請求する権利を有します。

10． 総額引受人

割当予定先との協議を行った結果、以下のとおり割り当てます。

LCAO　　　19口

MAP246　　２口

BEMAP　　 ４口
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（３）調達する資金の額、使途及び支出予定時期

①本社債の発行により調達する資金の額

i 払込金額の総額 465百万円

 

②本新株予約権の発行により調達する資金の額（差引手取概算額）

i 払込金額の総額 1,419百万円

 本新株予約権の払込金額の総額 ４百万円

 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 1,414百万円

ii 発行諸費用の概算額 15百万円

iii 差引手取概算額 1,404百万円

（注）１．上記払込金額の総額は、下記を合算した金額であります。

本新株予約権の払込金額の総額 　　　　　　　　　　　　４百万円

本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額  　1,414百万円

２．発行諸費用の概算額は、弁護士費用、新株予約権公正価値算定費用、信用調査費用、登記費用及び有価証券

届出書作成費用等の合計額です。なお、消費税及び地方消費税は含まれておりません。

３．払込金額の総額は、全ての本新株予約権が当初行使価額で行使されたと仮定して算出された見込額です。本

新株予約権の行使価額が修正又は調整された場合には、払込金額の総額及び差引手取概算額は増加又は減少

します。また、本新株予約権の行使期間内に行使が行われない場合には、払込金額の総額及び差引手取概算

額は減少します。

 

③調達する資金の具体的な使途

Ａ．本社債により調達する資金の具体的な使途

　本社債の発行により調達する資金の額は、465百万円となる予定であり、調達する資金の具体的な使途

については、次のとおり予定しています。

 

具体的な使途
金　額

（百万円）
支出予定時期

新規Ｍ＆Ａ取得（飯山土建株式会社） 450 2026年４月

デューデリジェンス費用等 15 2026年４月

合計 465  

 

Ｂ．本新株予約権により調達する資金の具体的な使途

 本新株予約権の発行及び割当予定先による本新株予約権の行使によって調達する資金の額は合計約

1,404百万円となる予定であり、調達する資金の具体的な使途については、次のとおり予定しています。

具体的な使途
金　額

（百万円）
支出予定時期

社債の償還 500 2026年４月～2027年４月

成長分野におけるＭ＆Ａ資金 904 2026年４月～2028年４月

合計 1,404  
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（第三者割当による第16回新株予約権（行使価額修正条項付）、第17回乃至第19回新株予約権の発行に係る払込完了）

当社は、2026年３月27日付の取締役会決議において決議した、Long Corridor Alpha Opportunities Master Fund、

MAP246 Segregated Portfolio, a segregated portfolio of LMA SPC、及びBEMAP Master Fund Ltd.を割当先とする第

三者割当による第16回新株予約権、株式会社機山を割当先とする第三者割当による第17回乃至第19回新株予約権の発行

に関して、2026年４月13日に発行価額の総額の払込みが完了したことを確認いたしました。

 

第三者割当による新株式の発行の概要は、上記の（第三者割当による第16回新株予約権（行使価額修正条項付）、第

17回乃至第19回新株予約権及び第２回無担保普通社債の発行並びに新株予約権の買取契約の締結）をご参照ください。

 

（第２回無担保普通社債の発行に係る払込完了）

当社は、2026年３月27日付の取締役会決議において決議した、Long Corridor Alpha Opportunities Master Fund、

MAP246 Segregated Portfolio, a segregated portfolio of LMA SPC、及びBEMAP Master Fund Ltd.を割当先とする第

２回無担保普通社債の発行に関して、2026年４月13日に発行価額の総額（465,000,000円）の払込が完了したことを確

認いたしました。

 

本社債の概要は、上記の（第三者割当による第16回新株予約権（行使価額修正条項付）、第17回乃至第19回新株予約

権及び第２回無担保普通社債の発行並びに新株予約権の買取契約の締結）をご参照ください。
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２【その他】

　　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2026年４月14日

THE WHY HOW DO COMPANY株式会社

取締役会　御中

 

フロンティア監査法人

東京都品川区
 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 藤　井　幸　雄

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 酒　井　俊　輔

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているTHE WHY HOW DO

COMPANY株式会社の2025年９月１日から2026年４月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年９月１日から

2026年２月28日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利

益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、THE WHY HOW DO COMPANY株式会社及び連結子会社の2026年２月28日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

強調事項

１．重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は2026年３月27日開催の取締役会において、飯山土建株

式会社の株式の一部を取得するとともに、会社を株式交換完全親会社、飯山土建株式会社を株式交換完全子会社とす

る簡易株式交換を実施することを決議した。

２．重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は2026年３月27日開催の取締役会において、第三者割当

による第16回新株予約権及び第三者割当による第17回乃至第19回新株予約権並びに第２回無担保普通社債の発行、並

びに金融商品取引法に基づく届出の効力発生を条件として、各割当予定先との新株予約権買取契約を締結することを

決議し、2026年４月13日に払込が完了している。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

EDINET提出書類

ＴＨＥ　ＷＨＹ　ＨＯＷ　ＤＯ　ＣＯＭＰＡＮＹ株式会社(E05630)

半期報告書

38/39



中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手続

を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の

財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、

継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の注記事項

に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間連結財務諸

表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに

入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠していな

いと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及び内

容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかど

うかを評価する。

・中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結論

に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

（注）１．上記は期中レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提

出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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